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第１章 経営戦略改定の趣旨 

下水道は、村民の環境衛生の向上及び公共用水域の水質の保全に資するため

に欠かすことが出来ない公共性、公益性の高い重要な施設です。 

本村の下水道事業は、平成５年度に事業着手し、平成 18 年度に整備が完了し

ました。現在は、公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集合排水事業の３

事業を運営しています。 

また、経営状況を可視化し公営企業としての経済性を発揮するため、令和２年

度から３事業すべてが公営企業会計へ移行しました。今回の経営戦略の改定は

公営企業会計へ移行後初めての改定であり、近年の少子高齢化の進行や施設の

老朽化等厳しい経営環境を踏まえ、経済性を発揮しながら計画的に事業を運営

していくことを目的としています。 

  

１ 経営戦略の位置づけ 

 この経営戦略は、経営環境の変化に適切に対応し、一層の経営基盤の強化を

図ることにより、今後も村民に下水道サービスを持続的・安定的に提供してい

くための指針として策定するものです。 

 

２ 計画期間 

令和６年度から令和 15 年度まで（10 年間） 
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第２章 事業概要 

１ 処理区及び施設 

 

 

  

種別 処理区名 施設名 供用開始年月日 計画人口 処理能力 管渠延長 

公
共
下
水
道 

大草 大草浄化センター 平成９年４月１日 1,200 人 500 ㎥ 16.11km 

片桐 片桐浄化センター 平成15年２月１日 2,300 人 900 ㎥ 29.39km 

マンホールポンプ場 

 大草処理区 19 箇所  片桐処理区 21 箇所 

農
業
集
落
排
水 

片桐北部 
片桐北部クリーン

センター 
平成８年２月５日 660 人 179 ㎥ 12.09km 

葛島 
葛島クリーンセン

ター 
平成12年８月１日 850 人 230 ㎥ 11.92km 

三共 
三共クリーンセン

ター 
平成16年４月１日 200 人 54 ㎥ 2.85km 

マンホールポンプ場  

片桐北部処理区６箇所 葛島処理区 11箇所 三共処理区３箇所 

小
規
模
集
合
排
水 

上前沢 
堤ヶ原クリーンセ

ンター 
平成15年４月１日 80 人 22 ㎥ 1.42km 
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２ 処理区域図 

 

 

 

図中 ①公共下水道 大草処理区      １大草浄化センター 

   ②公共下水道 片桐処理区      ２片桐浄化センター 

   ③農業集落排水 片桐北部処理区   ３片桐北部クリーンセンター 

   ④農業集落排水 葛島処理区     ４葛島クリーンセンター 

   ⑤農業集落排水 三共処理区     ５三共クリーンセンター 

   ⑥小規模集合排水 上前沢処理区   ６堤ヶ原クリーンセンター 
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３ 現在の使用料体系 
本村下水道事業の料金体系は、公共下水道・農業集落排水・小規模集合排

水で統一されています。一般家庭については、自家水使用者がいるため居住

人数制とし、事業所については、節水型の使用を促すため累進制の従量料金

としています。現在の料金表は以下の通りです。 

 

○料金改定年月日 

平成 14 年７月 1 日（消費税改定除く） 

 

一般家庭１ヶ月あたりの使用料 

 

事業所１ヶ月あたりの使用料 

  

基本料金 人数料金 下水道使用料 （消費税含む） 

１,８００円 

１人世帯 ２,０００円 ３,８００円 (４,１８０円) 

２人世帯 ２,５００円 ４,３００円 (４,７３０円) 

３人世帯 ３,０００円 ４,８００円 (５,２８０円) 

４人世帯 ３,５００円 ５,３００円 (５,８３０円) 

５人世帯 ４,０００円 ５,８００円 (６,３８０円) 

６人世帯 ４,５００円 ６,３００円 (６,９３０円) 

７人世帯 ５,０００円 ６,８００円 (７,４８０円) 

８人世帯 ５,５００円 ７,３００円 (８,０３０円) 

９人世帯 ６,０００円 ７,８００円 (８,５８０円) 

１０人世帯以上 ６,５００円 ８,３００円 (９,１３０円) 

・基本料金は毎月徴収 

・従量料金は上水道の使用料を基に隔月徴収 
下水道使用料 （消費税含む） 

基本料金 １,８００円 (１,９８０円) 

従量料金 

(1 ㎥につき) 

0 ㎥～20 ㎥まで １４０円 (１５４円) 

20 ㎥を超え 50 ㎥まで １６０円 (１７６円) 

50 ㎥を超え 100 ㎥まで １８０円 (１９８円) 

100 ㎥を超え 150 ㎥まで ２００円 (２２０円) 

150 ㎥を超え 250 ㎥まで ２２０円 (２４２円) 

250 ㎥を超える分 ２４０円 (２６４円) 
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４ 組 織 

本村の下水道事業は、建設環境課 環境水道係が担当し日々の業務を行っ

ています。建設環境課長のもと、係長以下３名で水道業務と下水道業務を行

っています。 

 

 

 

 

（令和５年４月現在） 

 

職 名 業 務 内 容 

係 長 係総括、上下水道関係業務、企業会計 

係 員 上水道関係業務、合併処理浄化槽関係業務 

係 員 上下水道関係業務、料金関係業務 

村の組織図 

所属職員の業務内容 
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第３章 下水道事業の現状と課題 

１ 人口の動向 

 全国的な人口減少が進む中、本村の人口も減少傾向にあります。令和４年

度末時点で、行政区域内人口は 4,686 人、処理区域内人口は 3,845 人となっ

ていますが、今後 10 年間で徐々に減少し、令和 15 年度時点では行政区域内

人口 4,019 人、処理区域内人口 3,296 人となり、共に約 14％の減少となる見

込みです。このような人口減少に伴い、使用料収入の減少や、施設利用率の

低下が進んでいます。 

 

２ 厳しさを増す財政状況 

今後人口減少が進んでいくため、それに合わせて使用料収入も減少してい

くことが見込まれています。 

56,085 58,023 
53,875 51,522 
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※「長野県生活排水処理構想（2022 改定版）」作成時データを基に作成 

0
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また、汚水処理費用が使用料収入によってどれだけ賄えているかを示す経

費回収率は、以下の通りとなっています。 

公共下水道事業では 90％前後で推移しており、100％には達していないも

のの、比較的良好な水準となっています。農業集落排水事業では、40％以下

の水準が続いており、汚水処理費用の半分以下しか使用料収入によって賄え

ていないという厳しい状況となっています。小規模集合排水事業では、60％

程度で推移しています。 

こうした状況から、経費回収率の改善に向けた取組を行っていく必要があ

ります。 

 

 

３ 施設の老朽化 

(１)公共下水道施設 

 公共下水道施設は、平成９年度の事業開始から約 25 年が経過し、今後老朽

化による維持管理への負担が増加していくことが見込まれています。施設の

老朽化が進むと、汚水が適切に処理されず、村民の生活や経済活動に大きな

影響を及ぼす恐れがあります。 

 

(２)農業集落排水施設、小規模集合排水処理施設 

農業集落排水施設（小規模集合排水処理施設を含む）についても、公共下

水道事業施設と同じく、今後施設の老朽化が進み、維持管理費が増加する見

込みです。 

 

 

88.74 
99.51 97.84 

38.43 37.35 36.27 
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４ 組織の見通し 

平成 19 年度から、上下水道等を担当する環境水道係は４名という少人数で

業務を行ってきましたが、令和４年度からは１名減となり、３名体制となり

ました。当面職員数は変わらない見込みですが、本計画に示した取組を実施

しながら日々の下水道事業運営を行っていく必要があり、業務の効率化や、

人材育成に一層取り組んでいく必要があります。 

 

第４章 経営の基本方針と今後の取組 

第３章に示した通り、今後人口減少や施設の老朽化が進み、より一層厳しい

経営環境となっていくことが予想されます。このような環境の中、下水道事業

を持続していくため、基本方針を「すべての利用者に安全で快適な下水道サー

ビスを、持続的・安定的に提供する」としています。この基本方針を実現する

ため、本計画では、将来を見据え計画の見直しを行うまでの今後５年間で実施

する４つの取組を定めました。 

また、経営状況を定量的に量るため、経費回収率を業務指標として設定しま

した。経費回収率は令和４年度末時点で、公共下水道事業では97.84％、農業

集落排水事業では36.27％、小規模集合排水事業では61.07％となっています。

現状のまま推移すると、人口減少等に伴い経費回収率が低下していくことが見

込まれますが、４つの取組を実施することで経費回収率の向上を目指します。

経費回収率の目標値として、令和15年度末時点で、公共下水道事業は100％、

農業集落排水事業では40％、小規模集合排水事業は65％を設定します。 

 

１ 下水道使用料の在り方検討 

 人口減少が進み、使用料収入が減少していく中、持続的に経営を行ってい

くための下水道使用料の在り方を検討していく必要があります。 

 現在の一般家庭用の使用料体系は、世帯人数別の固定料金制であり、下水

道を使用した量に応じた公平な負担となっていないことや、毎年５月に世帯

人数を確認し、それ以外の期間で世帯人数の変更があっても金額に反映され

ないことに課題があります。これを踏まえて、今後５年間で使用料体系を含

めた下水道使用料の在り方について検討します。 

 

  



9 
 

２ 下水道台帳の電子化 

施設や下水道管の老朽化対策を計画的に行っていくためには、その情報を

正確に把握しておく必要があります。本村の下水道施設や下水道管に関する

情報は、現在紙面で管理されているため、これを電子化・データ化すること

で、必要な情報の把握や更新を行いやすくします。 

 

３ 施設の整備方針検討 

本村の人口減少が進む中、下水道処理施設の施設利用率も低下傾向にあ

り、今後さらに人口減少が進むことで、施設規模が過大となり、維持管理負

担が増加していくことが予想されます。厳しい財政状況の中で経営を続けて

いくためには、施設の効率的な整備方針を検討していく必要があります。 

 公共下水道事業は現在２つの処理場を運営していますが、処理場の統廃合

を含めた今後の整備方針について検討します。また、農業集落排水事業で

は、各戸個別処理への転換やダウンサイジング、マンホールポンプ対応区域

の縮小等を含めた今後の効率的な整備方針について具体的な検討を進めま

す。 

 

内容 イメージ図 期待される効果 

処理場の

統廃合 

 ２つの処理場が１

つになることで、

廃止した処理場の

維持管理費用が削

減できる。 

個別処理

への転換 

 処理場を廃止する

ことで、その分の

維持管理費用が削

減できる。 

ダウンサ

イジング 

 処理場が小さくな

ることで、その分

の維持管理費用が

減少する。 

 

処理場 

処理場を廃

止し、各戸

個別処理へ 

合併処理浄化槽設置 

処理場 処理場 

処理場を

更新時に、

規模を小

さくする 

１日 10,000 ㎥処理可能 １日 5,000 ㎥処理可能 

処理区を下

水道管でつ

なぎ、一方

の処理場を

廃止 

A 処理区 

B 処理区 

処理場 

処理場 

A 処理区 
処理場 

B 処理区 
処理場 

処理場 
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４ 広域化・共同化による効率化 

 限られた職員数で下水道事業を運営し、事業を効率化していくためには、

近隣の自治体との広域化・共同化を実施していくことも有効です。本村で

は、隣接する飯島町と公共下水道の移動脱水車を共同所有し、維持管理費を

本村も負担する形で運用しています。令和５年度には、この移動脱水車が登

録から20年以上を経過し、老朽化が著しくなってきたことから、両町村で今

後の方向性について検討を行い、結果として共同で移動脱水車を更新するこ

ととしました。また、この移動脱水車の更新により、公共下水道だけではな

く、農業集落排水処理施設及び小規模集合排水処理施設から出る脱水汚泥も

同車両にて脱水することにより、年間約230万円の費用削減効果が見込まれて

います。 

 今後も近隣自治体との広域化・共同化の取組を検討し、さらなる業務の効

率化に取り組んでいきます。 

 

第５章 投資・財政計画（収支計画） 

１ 投資・財政計画（収支計画） 

現時点で想定し得る諸条件を勘案し、令和６年度から令和 15 年度までの収

支計画を事業ごと（公共下水道・農業集落排水・小規模集合排水事業）に策定

しました。 

この収支計画は「収益的収支」と「資本的収支」の２つの収支試算を基に立

案しています。収益的収支は、毎年度の下水道事業運営に伴って発生する収支

です。収益的収入は、使用料収入や一般会計からの繰入金などによって構成さ

れており、収益的支出は、汚水を処理するための費用や、下水道管や施設を維

持管理するための費用、職員の人件費等によって構成されています。 

また、資本的収支は、下水道の処理施設や下水道管を建設、更新すること

によって発生する収支です。資本的収入は企業債による借入や、国による補

助金等によって構成されており、資本的支出は処理施設や下水道管を整備・

更新するための建設改良費や、企業債を返済するための償還によって構成さ

れています。公共下水道の整備や農業集落排水施設の統廃合などの事業費を

見込んでおり、事業費の財源の一部は企業債の発行となるため、後年度の企

業債返済額や支払利息の増加につながります 
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２ 収益的収支について 

 収益的収入のうち、使用料収入は人口減少に伴って減少していく見込みと

なっています。また、３事業すべてで使用料収入のみでは事業の運営費用を

賄うことができず、他会計繰入金を受けることで財政を維持しています。こ

の他会計繰入金は、一般会計からの基準内繰入金と基準外繰入金で構成され

ており、基準内繰入金とは公費で負担すべき費用分の繰入金であり、基準外

繰入金とは本来使用料収入で賄うべき費用を一般会計が負担しているもので

す。そのため、基準外繰入金の適正化を図っていく必要があります。 

 収益的支出は、減価償却費の減少や、移動脱水車の共同所有等の広域化・

共同化による事業効率化等によって減少していく見込みです。この支出の中

には、第４章で示した４つの取組のうち、下水道使用料の在り方検討の調査

費用、下水道台帳の電子化の委託費用、施設の整備方針検討の委託費用を見

込んでいます。 

 

３ 資本的収支について 

 資本的支出のうち建設改良費は、公共下水道事業では、使える施設はでき

るだけ長く使用する長寿命化を行いつつ、施設規模の適正化を進めていくこ

ととし、現状と同程度の建設改良費で推移することを想定しています。農業

集落排水事業・小規模集合排水処理事業では、令和２年度に最適整備構想を

策定しているため、この計画を基に必要な更新を実施することとしていま

す。 

 建設改良費についてはできるだけ企業債を活用することを想定しています

が、計画期間10年間では、起債金額より償還金額のほうが大きいため、企業

債残高は減少していく見込みとなっています。 
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公共下水道事業 投資・財政計画 

  決　算 決算 決算 予算 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

196,806 188,206 189,826 177,319 178,824 176,757 174,727 165,903 160,313 157,724 156,134 154,544 153,288 152,725

62,908 63,060 63,825 58,709 62,185 61,365 60,570 59,852 59,263 58,673 58,083 57,494 57,237 56,674

94,000 85,000 85,800 85,000 84,665 83,665 82,665 74,665 69,665 67,665 66,665 65,665 64,665 64,665

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　 39,825 40,003 40,056 33,500 31,856 31,610 31,374 31,268 31,268 31,268 31,268 31,268 31,268 31,268

　 73 143 145 110 118 118 118 118 118 118 118 118 118 118

189,254 173,292 171,737 160,481 153,554 150,949 149,804 143,294 144,055 141,056 140,364 139,926 139,655 141,510

　　 5,173 4,316 4,767 5,131 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847 4,847

53,878 38,339 41,572 48,687 47,325 47,325 48,705 43,875 45,875 43,875 43,875 43,875 43,875 45,875

　　 110,354 110,112 110,449 94,185 91,193 90,692 90,102 89,824 89,813 89,804 89,804 89,804 89,804 89,804

　　 19,849 20,525 14,949 12,478 10,189 8,085 6,150 4,748 3,520 2,530 1,838 1,400 1,129 984

7,552 14,914 18,089 16,838 25,270 25,809 24,924 22,609 16,259 16,668 15,771 14,619 13,634 11,215

0 1,604 1,907 1,832 1,760 1,695 1,641 1,587 1,534 1,480 1,457 1,406

7,552 14,914 18,089 15,234 23,364 23,977 23,164 20,915 14,618 15,081 14,237 13,139 12,177 9,810

37,450 53,450 45,900 123,100 24,806 24,806 24,806 22,806 22,806 20,806 18,806 17,806 17,806 17,806

　　 0 13,200 7,800 85,000 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081 10,081

　　 35,000 36,000 36,000 36,000 12,000 12,000 12,000 10,000 10,000 8,000 6,000 5,000 5,000 5,000

　　 2,450 4,250 2,100 2,100 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725 2,725

123,687 127,834 122,926 210,651 122,145 117,974 102,102 87,086 78,488 63,970 51,070 37,941 31,212 23,621

14,270 15,668 8,184 97,070 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806

　　 14,270 15,668 8,184 13,100 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806 12,806

　　 0 0 0 83,970 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

109,417 112,166 114,742 113,581 109,339 105,168 89,296 74,280 65,682 51,164 38,264 25,135 18,406 10,815

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 86,237 △ 74,384 △ 77,026 △ 87,551 △ 97,339 △ 93,168 △ 77,296 △ 64,280 △ 55,682 △ 43,164 △ 32,264 △ 20,135 △ 13,406 △ 5,815

17,031 29,095 40,551 30,523 17,791 9,514 15,869 32,754 51,876 83,916 125,958 178,978 237,741 301,677

908,415 809,449 702,507 673,926 574,668 479,581 400,366 336,167 280,566 239,483 211,300 196,246 187,921 187,187

年度

収 益 的 収 支 差 引

資 本 的 支 出

他 会 計 繰 入 金 等

減 価 償 却 費 等

物 件 費 等

人 件 費

収 益 的 支 出

純 損 益

資
本
的
収
支

そ の 他

建 設 改 良 費

工 事 請 負 費

収
益
的
収
支

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 収 入

支 払 利 息 等

企 業 債 残 高

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 等

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

そ の 他 収 入

内 部 留 保 資 金

そ の 他

企 業 債 償 還 金

資 本 的 収 支 差 引

収 益 的 収 入

下 水 道 使 用 料 収 益

（単位：千円） 
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農業集落排水事業 投資・財政計画 

 

  
決　算 決算 決算 予算 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

111,297 103,191 103,755 98,308 90,386 88,516 87,115 85,949 85,235 84,559 84,377 85,620 85,842 85,661

22,164 22,042 22,128 20,557 20,478 20,216 19,954 19,510 19,310 19,108 18,926 18,744 18,967 18,785

57,950 50,350 50,825 50,350 55,024 53,599 52,459 51,224 51,224 50,749 50,749 52,174 52,174 52,174

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　 30,632 30,719 30,762 27,348 14,703 14,521 14,521 15,034 14,521 14,521 14,521 14,521 14,521 14,521

　 552 80 40 53 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181

112,318 102,458 101,496 96,621 92,101 90,154 89,373 86,319 85,631 84,932 84,430 85,711 85,001 85,141

　　 3 0 0 38 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

32,133 23,805 24,213 26,745 25,881 25,881 26,470 24,409 24,409 24,409 24,409 24,409 24,409 24,409

　　 67,762 67,939 68,292 62,422 60,576 59,976 59,705 59,584 59,648 59,545 59,535 61,025 60,437 60,642

　　 12,420 10,713 8,992 7,416 5,636 4,289 3,190 2,319 1,567 971 479 269 147 82

△ 1,020 733 2,259 1,687 △ 1,715 △ 1,638 △ 2,258 △ 371 △ 396 △ 374 △ 53 △ 91 842 520

0 0 0 △ 1,169 △ 785 △ 809 △ 833 △ 873 △ 891 △ 910 △ 926 △ 943 △ 922 △ 939

△ 1,020 733 2,259 2,856 △ 930 △ 829 △ 1,425 502 495 536 873 852 1,764 1,459

39,330 47,310 64,885 62,225 54,530 24,795 24,795 22,895 22,895 20,995 61,552 42,011 48,142 44,641

　　 0 4,465 20,140 13,680 5,985 0 0 0 0 0 40,557 22,916 29,047 29,346

　　 38,000 40,850 42,750 42,750 42,750 19,000 19,000 17,100 17,100 15,200 15,200 13,300 13,300 9,500

　　 1,330 1,995 1,995 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795 5,795

70,689 77,989 97,271 87,284 77,114 65,053 53,398 48,622 38,394 37,913 65,345 39,584 42,300 41,591

314 5,907 22,678 15,707 11,780 3,610 0 1,900 380 1,615 46,352 28,711 34,842 35,141

　　 314 5,907 22,678 15,707 11,780 3,610 0 1,900 380 1,615 46,352 28,711 34,842 35,141

　　 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70,375 72,082 74,593 71,577 65,334 61,443 53,398 46,722 38,014 36,298 18,993 10,873 7,458 6,450

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 31,359 △ 30,679 △ 32,386 △ 25,059 △ 22,584 △ 40,258 △ 28,603 △ 25,727 △ 15,499 △ 16,918 △ 3,793 2,427 5,842 3,050

9,120 14,928 21,272 32,975 54,548 58,108 72,431 90,884 120,116 147,848 189,016 237,857 290,457 340,148

536,916 470,479 417,966 360,069 300,720 239,277 185,879 139,157 101,143 64,845 86,410 98,453 120,042 142,937

支 払 利 息 等

年度

収
益
的
収
支

収 益 的 収 入

下 水 道 使 用 料 収 益

他 会 計 繰 入 金 等

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 収 入

収 益 的 支 出

人 件 費

物 件 費 等

減 価 償 却 費 等

収 益 的 収 支 差 引

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額等

純 損 益

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

そ の 他 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

工 事 請 負 費

そ の 他

企 業 債 償 還 金

そ の 他

資 本 的 収 支 差 引

内 部 留 保 資 金

企 業 債 残 高

（単位：千円） 
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小規模集合排水事業 投資・財政計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算 決算 決算 予算 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計 推計

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

5,858 5,431 5,461 5,174 4,757 4,659 4,585 4,524 4,486 4,450 4,441 4,506 4,518 4,508

1,167 1,160 1,165 1,082 1,078 1,064 1,050 1,027 1,016 1,006 996 987 998 989

3,050 2,650 2,675 2,650 2,896 2,821 2,761 2,696 2,696 2,671 2,671 2,746 2,746 2,746

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　 1,612 1,617 1,619 1,439 774 764 764 791 764 764 764 764 764 764

　 29 4 2 3 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

5,911 5,393 5,342 5,085 5,232 5,178 5,123 4,936 4,865 4,785 4,706 5,026 5,108 5,326

　　 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,691 1,253 1,274 1,408 1,362 1,362 1,393 1,285 1,285 1,285 1,285 1,285 1,285 1,285

　　 3,566 3,576 3,594 3,285 3,188 3,157 3,142 3,136 3,139 3,134 3,133 3,212 3,181 3,192

　　 654 564 473 390 681 659 587 515 441 366 288 529 642 849

△ 54 39 119 89 △ 475 △ 519 △ 538 △ 412 △ 379 △ 335 △ 266 △ 520 △ 590 △ 817

0 0 0 △ 62 △ 41 △ 43 △ 44 △ 46 △ 47 △ 48 △ 49 △ 50 △ 49 △ 49

△ 54 39 119 150 △ 433 △ 477 △ 494 △ 367 △ 332 △ 287 △ 217 △ 470 △ 541 △ 768

2,070 2,490 3,415 3,275 2,870 1,305 1,305 1,205 1,205 1,105 3,240 2,211 2,534 2,350

　　 0 235 1,060 720 315 0 0 0 0 0 2,135 1,206 1,529 1,545

　　 2,000 2,150 2,250 2,250 2,250 1,000 1,000 900 900 800 800 700 700 500

　　 70 105 105 305 305 305 305 305 305 305 305 305 305 305

3,720 4,105 5,120 4,594 5,561 5,201 5,083 5,255 5,249 5,748 8,399 7,552 5,473 2,444

17 311 1,194 827 620 190 0 100 20 85 2,440 1,511 1,834 1,850

　　 17 6,218 23,872 16,534 12,400 3,800 0 2,000 400 1,700 48,792 30,222 36,676 36,990

　　 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,704 3,794 3,926 3,767 4,941 5,011 5,083 5,155 5,229 5,663 5,959 6,041 3,639 594

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 1,650 △ 1,615 △ 1,705 △ 1,319 △ 2,691 △ 3,896 △ 3,778 △ 4,050 △ 4,044 △ 4,643 △ 5,159 △ 5,341 △ 2,939 △ 94

480 786 1,120 1,736 984 △ 1,039 △ 2,977 △ 5,094 △ 7,143 △ 9,751 △ 12,806 △ 16,219 △ 17,331 △ 15,815

59,022 54,284 49,479 46,432 41,806 36,795 31,712 26,557 21,328 15,665 11,840 7,006 4,895 5,846

支 払 利 息 等

年度

収
益
的
収
支

収 益 的 収 入

下 水 道 使 用 料 収 益

他 会 計 繰 入 金 等

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 収 入

収 益 的 支 出

人 件 費

物 件 費 等

減 価 償 却 費 等

収 益 的 収 支 差 引

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額等

純 損 益

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

そ の 他 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

工 事 請 負 費

そ の 他

企 業 債 償 還 金

そ の 他

資 本 的 収 支 差 引

内 部 留 保 資 金

企 業 債 残 高

（単位：千円） 
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第６章 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

今回の経営戦略で定めた取り組みについて、事業年度ごとに進捗を評価・検

証し、翌年度以降の事業運営に反映します。また、年度毎の進捗評価を踏ま

え、経営戦略を概ね５年ごとに見直します。 
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参考資料 令和３年度経営比較分析表 

公共下水道事業 

 

  

長野県　中川村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2) グラフ凡例

77.05 61.87 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

4,767

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km 2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

2,704 1.62 1,669.14 【】

　「①収益的収支比率」は昨年に続き黒字となって
いる。「②累積欠損金比率」では、欠損金を生じて
いない。「③流動比率」は、他団体と比較すると低
い傾向にある。「④企業債残高対事業規模比率」に
ついては、他団体と比較すると良好ではあるもの
の、新たに借り入れた企業債の元金の返済が始まる
と増加傾向となる。「⑤経費回収率」は昨年に続き
100％以下ではあるものの、上昇にあることから今
後も健全経営に向けて努力をする必要がある。「⑥
汚水処理原価」は、汚水処理費が高く、他団体と比
較すると高くなっている。「⑦施設利用率」は、他
団体と同水準であり、しばらくは同水準で推移して
いくと想定されるが、汚水処理人口の減少が予測さ
れているため、長期的には減少傾向になると想定さ
れる。「⑧の水洗化率」については高水準であるこ
とから、今後大きなポイント向上の要因は少なく、
引き続き効率的な経営改善を行っていく必要があ
る。

令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

資金不足比率(％)

- 70.46 57.06 99.00 5,280

2. 老朽化の状況

全体総括

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

「①有形固定資産減価償却率」の他団体との比較
や、管渠老朽化率等から、当面は現状の維持管理で
十分と考える。

老朽化に伴う大規模修繕等の問題は当面ないため、
定期的に使用料の見直しを行いながら、引き続き効
率的な経営を目指し、順次企業債の残高を減らして
いく必要がある。

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 0.00 0.00

平均値 - - - 0.32 0.10

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 110.82 109.29

平均値 - - - 107.81 107.54

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 3.75 7.49

平均値 - - - 19.93 21.94

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 0.00 0.00

平均値 - - - 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 0.00 0.00

平均値 - - - 18.20 19.06

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 22.56 29.28

平均値 - - - 48.56 47.58

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 75.31 280.81

平均値 - - - 1,245.10 1,108.80

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 88.74 99.51

平均値 - - - 79.77 79.63

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 258.94 235.92

平均値 - - - 214.56 213.66

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 50.26 50.26

平均値 - - - 49.47 48.19

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - 92.99 93.12

平均値 - - - 82.06 82.26

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【107.02】 【3.09】 【71.39】 【669.11】

【95.72】【59.99】【134.98】【99.73】

【38.17】 【6.54】 【0.24】
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農業集落排水事業 

  長野県　中川村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km 2) グラフ凡例

77.05 61.87 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

4,767

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

1,124 0.50 2,248.00 【】

　「①収益的収支比率」は黒字となっているもの
の、汚水処理原価の増加等により、昨年と比較する
と減少傾向にあり、類似団体と比較しても低くなっ
ている。「②累積欠損金比率」では、欠損金を生じ
ていない。「③流動比率」は、他団体と比較すると
低い傾向にある。「④企業債残高対事業規模比率」
については、他団体と比較すると良好である。「⑤
経費回収率」は汚水処理費が高いことから他団体よ
り低くなっている。「⑥汚水処理原価」は汚水処理
費が高いことから、他団体より数値が高くなってお
り、汚水処理費の削減について検討していく必要が
ある。「⑦施設利用率」は、他団体と同程度の水準
であり、しばらくは同水準で推移していくと想定さ
れるが、汚水処理人口の減少が予測されているた
め、長期的には減少傾向になると想定される。「⑧
の水洗化率」については高水準であることから、今
後大きなポイント向上の要因は少なく、引き続き効
率的な経営改善を行っていく必要がある。

令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

資金不足比率(％)

- 73.09 23.72 99.00 5,280

2. 老朽化の状況

全体総括

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

「①有形固定資産減価償却率」の他団体との比較
や、管渠老朽化率等から、当面は現状の維持管理で
十分と考える。

老朽化に伴う大規模修繕等の問題は当面ない。汚水
処理費用が公共下水道と比較しても明らかに高いこ
とから、非効率的な状況であることは明らかであ
る。今後、村全体の汚水処理方法について検討し、
経費削減を考えていく必要がある。あわせて、効率
的な経営を目指し、定期的に使用料の見直しを行い
ながら、順次企業債の残高を減らしていく必要があ
る。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.16】 【128.23】 【34.77】 【786.37】
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小規模集合排水処理施設 

2. 老朽化の状況

全体総括

老朽化に伴う大規模修繕等の問題は当面ない。農業
集落排水事業と同様、汚水処理費用が明らかに高い
ことから、非効率的な状況であることは明らかであ
る。今後、村全体の汚水処理方法について検討し、
経費削減を考えていく必要がある。あわせて、効率
的な経営を目指し、定期的に使用料の見直しを行い
ながら、順次企業債の残高を減らしていく必要があ
る。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

「①有形固定資産減価償却率」の他団体との比較
や、管渠老朽化率等から、当面は現状の維持管理で
十分と考える。

- 35.09 1.39 98.99 5,280

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

66 0.02 3,300.00 【】

　「①収益的収支比率」は黒字となっているもの
の、汚水処理原価の増加等により、昨年と比較する
と減少傾向にある。「②累積欠損金比率」では、欠
損金を生じていない。「③流動比率」は、他団体と
比較すると低い傾向にある。「④企業債残高対事業
規模比率」については、昨年から減少傾向にはある
ものの、事業規模に対しての企業債償還残高割合が
高く、他団体と比較しても高くなっている。「⑤経
費回収率」は他団体と比較すると良好であるもの
の、汚水処理原価の増加により昨年と比較すると減
少している。「⑥汚水処理原価」は、昨年と比較す
ると大幅に増加しており、他団体よりも高水準と
なっている。「⑦施設利用率」は、しばらくは同水
準で推移していくと想定されるが、汚水処理人口の
減少が予測されているため、長期的には減少傾向に
なると想定される。「⑧の水洗化率」については高
水準であることから、今後大きなポイント向上の要
因は少なく、引き続き効率的な経営改善を行ってい
く必要がある。

令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

4,767 77.05 61.87 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 小規模集合排水処理 I2 非設置

長野県　中川村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km 2) グラフ凡例
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【98.12】 【736.54】 【91.53】 【1,522.01】

【90.42】【46.97】【497.52】【37.79】

【31.92】 【0.00】 【0.00】
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用 語 集 
【あ行】 

移動脱水車 

生活排水を処理する小規模な施設（農業集落排水施設など）で下水処理の工程により発生

する汚泥は、水分を多く含んでいます。液状の汚泥を大量に収集運搬・処分するよりも、脱

水し容積を減少させた汚泥を収集運搬・処分する方がコスト面で有利になります。 

移動脱水車は、複数の処理施設等の敷地内で液状の汚泥を脱水処理できるよう、脱水機器

を搭載した車です。 

 

【か行】 

経費回収率 

 汚水処理に要した費用に対する、使用料による費用回収程度を示す指標です。 

 下水道経営は、経費の負担区分を踏まえて汚水処理費用全てを使用料によって賄うこと

が基本原則とされています。特に経費回収率（維持管理費）が 100％を下回っている団体に

ついては、下水道管理費のうち、維持管理費も賄えてない状況にあることから、早急に経費

の徹底的な抑制を図る一方、使用料の適正化を図ることにより、回収率の向上に取り組む必

要があります。 

 

企業債 

 地方公営企業が行う建設改良等に要する資金にあてるために起こす地方債です。 

 

行政区域内人口 

 行政区域（本村の場合、中川村村内全域）内の人口です。 

 

経営戦略 

 総務省から各公営企業に策定が求められている、地方公営企業が将来にわたって安定的

に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画です。 

 

減価償却費 

 下水道施設などの固定資産の取得に要した費用を一定期間に配分して計上する会計処理

です。 
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公営企業 

 地方公共団体が運営する事業のうち、企業性を持って運営する事業です。上水道事業、下

水道事業、鉄道事業等は公営企業として運営することが国よって指定されています。 

公営企業が採用する会計方式が公営企業会計であり、現金主義によって管理する従来の

官公庁会計と異なり、民間企業と同様の方式で会計をおこない、発生主義で会計を行います。

公営企業会計を適用することで、損益計算書や貸借対照表等を作成することなり、年度ごと

の経営成績や、資産の保有状況が把握できるようになります。 

 

公共下水道事業 

市街地の下水（汚水）を収集排除する施設を有し、施設の管理・運営は原則として市町村

が行います。 

 

【さ行】 

最適化整備構想 

 農業集落排水施設及び小規模集合排水処理施設の劣化状況を調べる「機能診断調査」及び

その結果に基づき施設機能を保全するために必要な対策方法等を定めることです。 

 

施設利用率 

 施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設

の利用状況や適正規模を判断する指標です。 

 

小規模集合排水事業 

 小規模な集合処理施設を整備することが効率的な場合に、原則として 10 戸以上 20 戸未

満の規模で実施されています。 

 

処理区域内人口 

 行政区域のうち、下水道処理区域（下水道に接続できる区域）内の人口です。本村場合、

この区域内の人口は公共下水道、農業集落排水、小規模集合排水のいずれかに接続されてい

るか、工事を行うことで接続することができる人口であり、この区域外の人口は、合併処理

浄化槽によって下水処理されている人口となります。 

 

浄化槽 

公共下水道のない地域で水洗便所を使用する場合、汚水を浄化して河川等に放流するた

めの施設であり、し尿と生活雑排水を同時に処理する「合併処理浄化槽」や、し尿のみを処

理する「単独処理浄化槽」等があります。 
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【な行】 

長野県生活排水処理構想（2022 改定版） 

長野県と県内市町村が一体となって策定した、県内の下水道等の生活排水施設を整備し、

これを適切に管理運営し、汚水処理事業を将来にわたって安定的に継続するための構想で

す。この構想に基づく共通認識のもと、県と市町村が連携しながら生活排水対策の取組を進

めています。 

 

農業集落排水事業 

 農業用水路への生活排水の流出を防ぐことで、農村環境の改善を図るとともに、公共用水

域の水質保全に寄与することを目的に実施されています。 

 一集落から数集落を単位として実施する農村の集落形態に応じた比較的小規模な下水道

事業です。 

 

【ま行】 

マンホールポンプ 

下水道の汚水は一般的に、下水処理場まで自然に流れるようになっていますが、低地にあ

る家屋等では汚水を自然に流すことができないため、低地に設置したマンホール内に汚水

を貯留し、ポンプによりくみ上げて送ります。下水マンホールの中にポンプを設置している

ため、マンホールポンプと呼ばれています。 

 

 


